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《 論　　説 》
「スポーツ仲裁合意に関する諸問題」
清水　宏
Ⅰ．はじめに
　日本におけるスポーツと法の関係についていえば、スポーツというものが法
で規制されるべきものではない（ 1 ）とみられてきた。伝統的な武道になぞらえ
て、「○○道」と表現されることがあるように、一種の精神修養的なものとし
て扱う向きもあり、そこで生じる紛争－そもそも紛争とすら認識されていな
かったかもしれないが－それは当然、法律問題ではないとみられる傾向があっ
た（ 2 ）。そうしたこともあってか、たとえば試合における審判の判断に異議をさ
しはさむことは、道徳的な批判を受けることがあった（ 3 ）。また、代表選手の選
考等に関して公に不満を表明する競技者は若干存在したが、裁判所のような中
立第三者の判断を仰ぐことまで求めることはほとんどみられなかった（ 4 ）。プロ
スポーツに関しては、いわゆる年俸調停制度を利用して、契約交渉に関して第
三者の判断を求める者もいたが、そのこと自体が「金に汚い」などと球団やマ
スコミからネガティヴな評価をされる傾向があった。
　しかしながら、近時は、スポーツの国際化が進展するとともに競技者、競技
団体、そして国民の意識も大きく変わってきており、スポーツに関する法的・
非法的紛争を処理するための手続として、いわゆるスポーツ仲裁手続が定着し
つつある。
　このスポーツ仲裁を取り扱う世界的な機関として、スポーツ仲裁裁判所
（CAS: Court of Arbitration for Sport）（ 5 ）が存在する。このスポーツ仲裁裁判所は、
国際オリンピック委員会の主導の下に1984年に設立された第三者機関であっ
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て、ドーピング違反をめぐる処分に対する不服、競技結果の判定、出場資格の
認定等をめぐる紛争について仲裁手続等による紛争処理を行っている。また後
には、第三者機関としての中立性を確保するために、国際競技大会運営団体で
ある国際オリンピック委員会から独立し、スポーツ仲裁国際理事会の下に移管
されている。同様に日本にも、仲裁手続等によってスポーツに関する紛争処理
サービスを提供することを目的として、日本スポーツ仲裁機構（JSAA: Japan 
Sports Arbitration Agency）（ 6 ）が設立されている。
Ⅱ．スポーツにおける仲裁という仕組みの利用
　ところで、仲裁とは、民事上の紛争について、当事者がその解決を第三者で
ある仲裁人に委ね、仲裁人の判断に終局的に復する旨を合意するものであると
される（ 7 ）。仲裁の意義をめぐっては、学説において様々な表現が採られてはい
るが、中核となるのは、第三者が紛争について審理し、判断するものであるこ
と、および、当事者が第三者の判断に終局的に服する旨を合意していること、
の 2 点であるとされる（ 8 ）。すなわち、仲裁は、当事者が、仲裁人の審理判断を
通して、自主的に紛争を解決しようとする合意の下に行われる、言わば、私設
の裁判であるということができる（ 9 ）。こうした点を鑑みれば、スポーツ仲裁
は、スポーツに関する紛争を、仲裁という仕組みを利用して解決するものであ
るということができる。すなわち、競技者や競技団体などの当事者が、この仲
裁という仕組みを利用すること、すなわち、自分たちの選任した第三者たる仲
裁人にスポーツに関して生じた問題について一定の判断をしてもらい、それに
服するということを合意して、紛争を解決する仕組みなのである。
　そして、この第三者、すなわち仲裁人の判断に服することの裏返しとして、
仲裁合意（契約）の抗弁という問題が生じる。紛争解決を仲裁手続に付託する
合意をしたにもかかわらず、それをしないで、いきなり国家の設営する裁判所
に訴えを提起した場合に、被告から有効な仲裁合意が存在することを主張すれ
ば、裁判所は本案審理を拒絶して訴えを却下することとなる（仲裁法14条 1
項）。
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　この仲裁合意の消極的効果、すなわち、仲裁に付託された紛争を本案とする
訴えを却下する理由としては、仲裁合意によって訴訟による紛争解決が抑制さ
れることとなり、訴えの利益が認められないこととなるため、訴訟要件を欠く
ことに求めるのがかつての多数説（10）の採るところである。これに対して、仲裁
合意があれば裁判所は仲裁手続に法律上協力するべき（仲裁法17条 2 項～ 5
項、35条 1 項など参照）ものとして、法規の適用の結果訴えが却下されるもの
とする見解もある（11）。また、有効な仲裁合意の直接の効果として、訴訟の進行
を妨げ、ないしは訴訟手続を中止させる結果、訴えを却下すべきことになると
する見解もある（12）。
　実務は訴え却下という結論においては一致しているが、その理由としては、
訴権を欠くとするもの（13）、訴訟要件を欠くとするもの（14）、理由を示さず単に訴
えは不適法とするもの（15）などがあり、最高裁はリング・リング・サーカス事件
判決（16）において、訴えの利益を欠くとして訴えを却下している。
　たしかに、当事者が既に仲裁による紛争解決について合意している以上、裁
判所に訴えを提起して判断を求める機会を放棄したものとみることができ、そ
れによって権利保護の資格または利益を喪失したものとみることは理論的に可
能である（17）。しかしながら、訴えの利益という中間概念を介在させることはか
えって、訴えの利益の内容を拡散させ、問題の所在をあいまいにしてしまうお
それがある（18）。当事者が数ある紛争解決手段の中から、最終的な決着をつける
ための紛争解決手段として仲裁を選択したということを鑑みれば、その当事者
の意思を法が承認して訴えを却下するものとしたとして、仲裁合意の直接的効
果とするのが妥当であり、当事者にとっても簡明である。また、裁判所の協力
義務の履行として訴え却下を位置づけるのは仲裁合意に込められた当事者の意
思解釈としては無理があると思われる。したがって、仲裁合意の抗弁により、
仲裁合意の直接的効果として訴えが却下されることになるものと解する。
　このことは、仲裁においては、自主的に紛争を解決しようとする当事者の合
意、すなわち、仲裁合意が手続を正当化する原理的基礎となるものであるこ
と（19）を示しているといえる。そして、さらに当事者による仲裁合意の遵守を要
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求するには、仲裁人として紛争解決基準を提供する第三者が当事者にとって信
頼に足る者でなければならない。また、その仲裁人がその信頼に応えて正しい
判断をするために、その依拠する手続規範が公正かつ誠実なものであることが
求められる（20）。こうしたことがあってはじめて仲裁制度が機能し、仲裁人の行
う仲裁判断が、当事者にとって満足が行くとまではいかなくとも、従うべきも
のとなるのである。
　本稿では、こうした仲裁制度の理解を前提として、スポーツ仲裁における仲
裁判断の効力、さらにはその前提として仲裁合意の有効性が争われたドイツの
Pechstein 事件を題材に、スポーツ仲裁合意の効力に関するいくつかの問題を
論じるものである。
Ⅲ．Pechstein 事件
1 ．ドーピング違反裁定手続と仲裁手続との関係
　この事件を理解する前提として、まずは、ドーピング違反裁定手続と仲裁手
続がどのようにかかわっているかを簡単に紹介しておく。
　そもそも、スポーツ競技大会に選手として参加登録する者は、世界アンチ・
ドーピング機構（WADA: World Anti-DopingAgency）等（21）のドーピング防止規
程（22）を遵守する義務を負うことになる（23）。したがって、ドーピング防止規程に
従い、ドーピング検査を受け、その結果によっては、手続の当事者にならなけ
ればならない。すなわち、競技外または競技後に行われたドーピング検査結果
に基づき、ドーピング規則防止違反が疑われる分析結果が提出され、治療目的
使用にかかる除外措置（TUE: Therapeutic Use Exemption）の内容と合致しない
等の複数の要件を充足しない場合、競技団体の規律委員会等のパネルによって
聴聞会が開かれることになる（24）。この聴聞会を経て、ドーピング防止規則違反
があったか否かの判断がなされることになっている。そして、ドーピング防止
規則に違反したという決定や、資格停止などの規則違反の結果を課した決定に
対しては、さらにスポーツ仲裁機関に不服申し立てをすることができることに
なっている（25）。ここで、ドーピング防止の手続と仲裁とがかかわることになる
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のである。そして、ドーピング防止規程の遵守を含む参加登録をする際に、
ドーピング防止の手続に対する不服申し立てにかかる事件をスポーツ仲裁機関
による仲裁手続に付託する合意がなされていることになるのである。
　なお、スポーツ仲裁裁判所の仲裁判断に対しては、スイス国際私法190条 2
項、スイス連邦裁判所法77条 2 項および 3 項により、管轄権の欠缺や公序違反
などの手続法違反を理由として、スイスにおける最上級裁判所であるスイス連
邦裁判所に仲裁判断取消の訴えを提起することが認められている（26）。これは、
スポーツ仲裁裁判所における仲裁手続の仲裁地がスイスのローザンヌであるた
め、仲裁判断取消の訴えの管轄権がスイスに認められるからである（27）。
　もっとも、競技選手の側からすると、競技大会に出場するためには参加登録
しなければならず、その結果、仲裁付託についても合意する以外の選択肢はな
いこととなっている。このことが、事件の根底にある問題である。
2 ．事件の概要
　2009年 2 月に、Pechstein 選手は、国際スケート連盟世界スケート選手権大
会の前日に連盟の血液検査プログラムに従い、血液サンプルを提供した。この
血液サンプルは、アンチ・ドーピングプログラムの一環として連盟が数年にわ
たって収集してきた Pechstein 選手の血液情報と比較する方法で検査された。
その結果、未成熟の赤血球の異常な増殖が認められたことにより、血液ドーピ
ングの疑いがあるとされた。
　2009年 5 月に、国際スケート連盟は、規律委員会に対して Pechstein 選手が
血液ドーピングを行い、ドーピング防止規則に違反した疑いがあるとの申立て
を行った。スイスのベルンで開かれた聴聞会の結果、同委員会は Pechstein 選
手がドーピング防止規則に違反したとして、 2 年間の競技資格停止処分を課す
こととした。もっとも、Pechstein 選手の血液サンプルからは実際に禁止薬物
が検出されてはいなかった。すなわち、このドーピング防止規則違反という結
論は、合理的な証拠に基づくものではなく、血液サンプルの比較結果という状
況に基づいて判断されたものであった。
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　そこで、Pechstein 選手は国際スケート連盟憲章24条および25条、そして国
際スケート連盟ドーピング防止規則13条 2 項 1 号および13条 6 項に基づいて、
スポーツ仲裁裁判所に不服申し立てを行った。2009年11月に終局的仲裁判断が
出され、Pechstein 選手の申立ては棄却された。その理由としては、血液中の
赤血球の異常な数値により、彼女の血液に不法に手が加えられたことを合理的
に根拠づけることができるというものであった。
　この仲裁判断に対して、Pechstein 選手はスイス連邦裁判所に仲裁判断の取
消しを申し立てた。しかし、スイス連邦裁判所はスイス国際私法190条 2 項
（a）⊖（e）を厳格に解釈・適用した結果、仲裁判断取消事由の存在は認められな
いとして、2010年 2 月に請求を棄却した。
　その後、Pechstein 選手は、スポーツ仲裁裁判所での仲裁手続においては利
用することができなかった新しい証拠の発見を理由として、再びスイス連邦裁
判所に仲裁判断の取消しを申し立てた（28）。すなわち、血液検査の比較によって
示された赤血球の異常値の理由の一つとなりうる遺伝性球状赤血球症の診断に
関する新しい科学的方法が開発されたというのがその理由であった。しかし、
再び請求は棄却された。
　そこでさらに、Pechstein 選手は、国際スケート連盟およびドイツスケート
連盟を被告として、スポーツ仲裁裁判所の仲裁判断およびスイス連邦裁判所の
先の判断に関して、資格停止期間中の逸失利益として400万ユーロの損害賠償
を請求する訴訟をドイツのミュンヘン地方裁判所に提起すると同時に、ヨー
ロッパ人権裁判所にも申立てを行った。
　ドイツ・オリンピック・スポーツ協会では、Pechstein 選手の訴え提起を受
けて、この問題を科学的に探究するための専門委員会を立ち上げて調査した結
果、 5 人の専門委員の全員一致で血液ドーピングを行った証拠はないとの結論
に至った。そして、ドイツ・オリンピック・スポーツ協会の会長が Pechstein
選手に謝罪することとなった。
　ところが、2014年 2 月26日、ミュンヘン地方裁判所は、スポーツ仲裁裁判所
の仲裁廷が Pechstein 選手の不服申し立て事件について管轄権を有するものと
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した。すなわち、まず、Pechstein 選手は競技に参加するための前提条件とし
て仲裁に付託する合意への署名を強制されており、そうでないとしても、もし
競技に参加したいのであれば契約に署名するか否かという選択肢は事実上否定
されているとして、いずれにせよ Pechstein 選手が紛争解決の手段として自発
的に仲裁手続に事件を付託したものでないことを理由として、国際スケート連
盟と Pechstein 選手との間の仲裁合意は無効である判断した。また、仲裁人を
選任するための仲裁人名簿への仲裁人の登載にあたっては、競技団体側の指名
した者が多数を占めているため、競技選手側と競技団体側との間には構造的な
不均衡が存在し、ヨーロッパ人権条約 6 条に違反すると判断した。しかしなが
ら、Pechstein 選手はこれらの事由の存在を知りながら、仲裁手続中にはそれ
を主張していなかったことから、これらの主張はスポーツ仲裁裁判所の終局的
判断に認められる既判力によって遮断されるとともに、仲裁判断の承認および
執行に関するニューヨーク条約により強行できると判示した（29）。したがって、
ミュンヘン地方裁判所は、スポーツ仲裁裁判所の判断および Pechstein 選手へ
の制裁が違法であると判断しながらも、結論においてそれを支持することと
なった。
　Pechstein 選手はミュンヘン上級地方裁判所に上訴し、自らがアンチ・ドー
ピング規定に違反していないことを証明することを試みるとともに、彼女に課
された制裁の取消しを求めた。ミュンヘン上級地方裁判所は、地方裁判所の判
決を取り消した上で、国際的な競技大会に参加する条件として、統括競技団体
との間の仲裁合意に署名しなければならないことは、それ自体が仲裁合意を無
効にするものではないとした。もっとも、2009年当時のスポーツ仲裁裁判所規
則については、仲裁人の選定に関する競技団体の影響力に関して言えば、選手
側にとって不公正な定めとなっていたと判断した。すなわち、当時、スポーツ
仲裁裁判所の仲裁人名簿に登載されている仲裁人の多くが競技団体によって指
名されており、このことが仲裁廷の構成に競技選手側の影響力の低下をもたら
していると指摘した。こうしたことから、仲裁手続への付託に合意することが
競技大会への参加の前提条件であるとする国際スケート連盟の対応は、市場支
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配的地位の濫用に該当するとし、Pechstein 選手と国際スケート連盟との間の
仲裁合意はドイツ反トラスト法に違反するものとして無効であるとした。した
がって、無効な仲裁合意によって強制されたスポーツ仲裁裁判所の仲裁判断は
違法であり、既判事項の理論およびニューヨーク条約に照らしてスポーツ仲裁
裁判所の判断が有効であるとしたミュンヘン地方裁判所の判断は誤りであった
とした。そして、反トラスト法違反はドイツの公序則違反をもたらすため、外
国仲裁判断の承認執行に関するニューヨーク条約 5 条 2 項の定める承認拒絶事
由に該当することとなり、結果としてスポーツ仲裁裁判所の仲裁判断は法的拘
束力を持たないことになると判断した（30）。
　このミュンヘン上級地方裁判所の判決に対して、今度は国際スケート連盟が
2015年 7 月にドイツの最上級裁判所である連邦通常裁判所に上告した。連邦通
常裁判所は、審理の結果、2016年 7 月に原審の判断を破棄して Pechstein 選手
の上告を棄却する判断をした（31）。すなわち、連邦通常上裁判所はまず、上告人
である国際スケート連盟は、国際的なスピードスケート競技大会に関して市場
支配的な立場にある組織であると認定した。もっとも、登録を通じてスポーツ
仲裁裁判所に事実上専属管轄権を認めることになる仲裁合意の締結を要請する
ことが、その支配的地位の濫用となるか否かは、相互利益を包括的に考察して
判断しなければならないとした。そして考察の結果、連邦通常裁判所カルテル
部は上告人の行為が濫用的であるとは認定しなかった。
　つぎに、スポーツ仲裁裁判所における仲裁について言及し、スポーツ仲裁裁
判所が、ドイツ民事訴訟法第1025条の意味における「真正」仲裁裁判所である
と認定した。そして、仲裁人がクローズドなリストから選出されなければなら
ず、かつ、当該リストが主として国際スポーツ連盟およびオリンピック委員会
の代表者で構成された組織によって作成されているという事実にもかかわら
ず、スポーツ仲裁裁判所自体も、また、特定の事件を担当する仲裁廷も、統括
競技団体や個別の競技団体のような組織に統合されているわけではないとし
て、その中立性を肯定した。その上で、競技団体と競技選手とは、ドーピング
に対する世界的な戦いという点で、原則的に利害が対立するものでなく、むし
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ろ双方の利益が同一方向を向いていることから、仲裁人選定にかかる規則は特
定の仲裁廷の構成に構造的な不均衡をもたらすものではないとして、仲裁合意
の内容をなす仲裁人選定規則の不合理性ゆえに仲裁合意が無効となる可能性を
排除した。
　第三に、国際的なスポーツ仲裁裁判所の仲裁手続によって統一的に事件を処
理する利点として、統一的判断基準の提供や紛争の迅速な処理を挙げ、これら
は競技団体のみならず競技選手にも享受されることを指摘するとともに、競技
団体の優越性は、スポーツ仲裁裁判所の手続規則によって仲裁人の独立性と中
立性が十分に保障されていることで問題とならないようになっているとした。
具体的には、スポーツ仲裁裁判所での仲裁手続の当事者となる競技団体および
競技選手は200人以上の仲裁人名簿からそれぞれ 1 人の仲裁人を選び、さらに
当事者によって選定された各仲裁人が共同して仲裁廷の長を決定する仕組みと
なっていること、仲裁人に偏頗性がみられる場合には忌避されうること、そし
て、不利な仲裁判断をされた当事者は、一定の場合にスイス連邦裁判所に対し
て仲裁判断の取消しを求めることができることなどによって、仲裁人の独立性
および中立性が担保されていることを示した。
　第四に、被上告人である Pechstein 選手が仲裁合意に自主的に署名したこと
を指摘し、こうした他人によって決められた方法に従わなければ競技大会に出
場することができなかったという事情は、契約の無効をもたらすものではない
とした。すなわち、ドイツ不正競争防止法第19条に照らして当事者双方の利益
を考慮する限りにおいて、その法的価値判断に反しない仲裁条項の使用は事実
上正当化することができるとした。さらに、被上告人の法的審尋請求権は彼女
の職業選択の自由と同様に、上告人の団体自治と対立しがちなものであり、被
上告人が仲裁手続に続いてスイス連邦裁判所にアクセスすることができた以
上、ドイツの裁判所にアクセスする権利はないものとした。
　なお、その後、Pechstein 選手は、さらにドイツ連邦憲法裁判所に訴えを提
起して、連邦通常裁判所の判決における法令解釈の憲法適合性を争っている。
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Ⅳ．問題点とその検討
1 ．問題点の抽出
　上述した Pechstein 選手に関する一連の仲裁および訴訟手続は、スポーツ仲
裁合意に関して、いくつかの問題を提示している。筆者の乏しい専門領域との
関係で反トラスト法的な問題に深入りすることはできないが、日本法を前提と
して手続法的な観点からの問題について検討を行うことにする。
　検討すべき問題点としては、①そもそもスポーツ仲裁は仲裁法の適用対象で
ある仲裁であるということができるか、②事実上合意を強制されたスポーツ仲
裁合意は有効な仲裁合意であるということができるか、③仲裁判断確定後にス
ポーツ仲裁合意が無効であると主張することは仲裁判断の既判力によって遮断
されるかである。
2 ．そもそもスポーツ仲裁は仲裁法の適用対象である仲裁であるということ
ができるか
　日本の仲裁法（32）の立法過程について考えると、日本法は国際連合国際商取引
委員会（UNCITRAL: United Nation Commission on International Trade Law）の作
成したモデル法に準拠するかたちで制定されている（33）。このことからすると、
仲裁法の対象となる仲裁は商事仲裁に限定されるのではないかとみることもで
きないわけではない。また、特定の分野における仲裁手続を定める個別立法（34）
が存在することを鑑みれば、スポーツ仲裁という特殊な仲裁手続は特別法上の
仲裁とするべきではないかとみることもできる（35）。さらに、スポーツ仲裁の対
象となるスポーツ紛争には競技団体の不当な処分に対する損害賠償請求のよう
に法的権利義務に関するものもあれば、代表選手選考結果の正当性のように法
的権利義務の問題としてとらえることが難しい問題もある（36）。仲裁法 2 条によ
れば、「既に生じた民事上の紛争または将来において生ずる一定の法律関係…
に関する民事上の紛争」を対象とすることから、仲裁法を適用するべき仲裁手
続ということができるかと疑問を抱くこともあろう（37）。
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　しかしながら、仲裁法 3 条 1 項では仲裁地が日本にある仲裁について適用さ
れることを定めるのみであって、商事仲裁か否かの区別には言及していな
い（38）。また、上述した仲裁の意義を鑑みれば、第三者による審判および当事者
が当該第三者の判断に終局的に服する旨の合意が仲裁の要素であるところ、ス
ポーツ仲裁は、第三者であるスポーツ仲裁人の審判に終局的に服する旨合意し
て行われる手続であり、仲裁として必須の要素を備えているといえる。また、
スポーツ紛争に一部法律上の争訟ではないものが含まれるからといって、直ち
にスポーツ仲裁のすべてを仲裁法の対象外とするべきではないと思われる。
　仲裁法は、そうした自主的な紛争解決方法である仲裁手続に対して最低限度
の手続的セーフガードを定めたものである。そして、スポーツ紛争に関する裁
判によらない自主的紛争解決方法であるスポーツ仲裁においても、そうした手
続的セーフガードの必要性が存在することはいうまでもない。こうしたことか
らは、スポーツ仲裁も仲裁法の適用対象に含めるのが妥当である（39）。したがっ
て、スポーツ仲裁は仲裁法の適用対象である仲裁であるということができると
解する。
3 ．事実上合意を強制されたスポーツ仲裁合意は有効な仲裁合意であるとい
うことができるか
　繰り返しになるが、仲裁の要素の一つとして、当事者が当該第三者の判断に
終局的に服する旨の「合意」がある。したがって、「強制」的な仲裁というも
のは、理論的にはあり得ないということができる。たとえば、アメリカにおけ
る裁判所付置仲裁（40）やイタリアにおける訴訟前仲裁付託制度（41）のように、紛争
の仲裁付託を「強制」するものもあるが、これは立法の裏付けのあるものであ
り、かつ、仲裁判断の拘束力を弱めたり、仲裁判断に対する裁判所への上訴を
認めたりするなど裁判を受ける権利に配慮したものとなっている。その文脈で
は、仲裁というものと、「強制」という要素は本質的に相いれないものである
ということができる。
　それでは、Pechstein 選手のケースのように、競技大会に参加するためには
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仲裁条項の挿入された契約書に署名しなければならず、それを拒絶するという
選択肢が事実上ない場合、すなわち、合意を事実上強制された仲裁については
どうであろうか（42）。
　仲裁条項が競技大会への参加契約書に挿入されており、契約書に署名して競
技大会に参加しようとすると、同時に仲裁条項にも署名して仲裁合意をしたこ
とになるというのは、裁判管轄合意条項の挿入された附合契約のようにみるこ
とができる。そうすると、当事者の間には不均衡が存在し、契約の自由が奪わ
れているようにも思われる。そして、そのような状況下で行われた契約―仲裁
合意―は、競技選手側からすると抑圧された意思表示に基づくものであって、
有効とするべきではないのではないかとも思われる。また、契約時における交
渉力という観点から考察しても、一般に競技団体と比べて競技選手の方が低
い、あるいは、競技選手側に交渉力がないまま、仲裁条項の挿入された契約交
渉が行われているとみることができる（43）。近時は、トップ・アスリートには代
理人に契約交渉等を委任する者もいるが、最終的な判断は本人である競技選手
に留保されており、仲裁条項があるからといって契約書への署名を拒絶して競
技大会に欠場するということは実際にはあり得ないであろう。また、代理人を
通じて仲裁条項を削除するよう交渉したとしても、それが実現する見込みも低
いであろう。このように考えれば、事実上のものであっても「強制的な」仲裁
合意はもはや自主的な紛争解決の合意とは言えず、そのような仲裁合意は効力
を否定されるべきであると考えることもできよう。
　しかしながら、ここで問題なのは単なる仲裁「合意」ないしは仲裁「契約」
ではなく、「スポーツ」仲裁合意ないしは仲裁契約なのである。スポーツにお
ける競技団体と競技選手との関係は、抽象的・一般的に平等なものとされるべ
き取引社会における当事者間の関係とは少しばかり異なるのである。競技大会
に参加を申し込む競技選手と、その申し込みを受諾する競技大会運営者として
の競技団体という水平的な関係からは、合意に際しての平等な立場ということ
が強く要請されることになる。もっとも、競技選手は競技団体に所属し、その
監督を受ける垂直的な関係もある。こうした関係を鑑みれば、スポーツ仲裁合
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意を対等な当事者間における商業的取引における合意とまったく同様に取り扱
うべきではないと言えよう（44）。
　また、スポーツ紛争の特殊性・専門性という点も見過ごすことはできない。
近時、スポーツの国際化が進展しており、オリンピック・パラリンピック大会
のみならず多数の国際大会が開催されており、グローバルで統一的な紛争解決
基準の提供が強く要請されている。そうした中で、条約等を通じた国際裁判管
轄の統一的な規整が十分になされていない国家裁判所での裁判よりも、管轄権
という観点からは国家の枠組みを超えることができる仲裁に大きなアドバン
テージがあるといえよう。さらに、ドーピング規則違反事件のような専門性が
極めて高い事件との関係でも同様に仲裁に一日の長があるといえる。すなわ
ち、訴訟においても鑑定その他の方法で裁判所が専門的知見を獲得して判断す
ることは不可能ではない。しかし、仲裁においては、医学や薬学の専門家を仲
裁人として選任し、直接かつ迅速な事実認定を行い、法律家も仲裁人とするこ
とで法的判断として構成するということが仲裁廷の中で可能となる。そして、
このドーピング問題との戦いは世界的規模で行われているものであり、競技大
会参加前の検査に関しては緊急性が強く要請されることになる（45）。こうした事
情からも、スポーツ仲裁が訴訟よりもスポーツ紛争の解決に適している、特に
ドーピング規制違反事件に関しては、事実上他に代替しうる手続はない、とい
うことができよう。したがって、スポーツ紛争を適切に解決するためには、ス
ポーツ仲裁手続に付託することで解決する必要性があるといえよう。
　ただし、そうは言っても、仲裁付託を事実上強制されることによって国家の
裁判所で裁判を受ける権利をはく奪されるからには、それを正当化する事情が
必要である。そのために考えられることとしては、①スポーツ仲裁手続が訴訟
と並び立ちうる公正な代替的紛争解決手段であること、および、②スポーツ仲
裁手続ないし仲裁判断に問題があった場合には訴訟への逃道が用意されている
こと、が求められよう。
　この点、①についていえば、仲裁法26条 1 項本文により、仲裁手続の準則は
当事者の合意によって定めることができるとし、また、同 2 項ではそうした合
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意がない場合には仲裁廷が裁量でもって適当と考える方法で仲裁手続を続行す
ることができるとして、手続面での当事者自治が原則であることを明らかにし
ている（46）。そうした中にあって、紛争解決手続一般に求められる普遍的な公正
さの原理として、当事者の手続基本権の保障、すなわち、仲裁法25条 1 項の定
める当事者の平等的取扱い、および、同条 2 項の定める事案について十分な主
張・立証の機会を保障することが採用されている（47）。この点で、少なくとも、
一般的に仲裁手続は訴訟手続に劣らない手続的公正さを備えているものとみる
ことができる。
　なお、平等的取扱いの内容に関しては、たとえば手続主宰者の中立性および
独立性が問題となりうるところ、訴訟の場合は国家の提供する当事者から独立
した中立第三者たる裁判官による裁判が保障されている（48）。これに対して、仲
裁の場合は、当事者に仲裁人選定権が認められていることから、独立性および
中立性の確保が重要な問題となりうる。
　この点、たとえば、一方当事者にのみ仲裁人選定権を認めるという場合に
は、平等的取扱いに反することになり、（現実にはあり得ないであろうが）そ
うした仲裁規則を内容とする仲裁合意は手続的公正さを欠くものとして効力を
否定されるべきである。これに対して、Pechetein 事件におけるように、仲裁
人の給源を定める仲裁人名簿を作成する者との関係で当事者間に不均衡が存在
する場合はどうであろうか。たしかに、当事者の一方と利害関係のある者に
よって仲裁人名簿に登載された仲裁人については、当事者との何らかの利害関
係が推定されうる。そして、そうした仲裁人から、個別事件を担当する仲裁廷
を構成する仲裁人を選定しなければならないとすると、仲裁廷の独立性および
中立性の点で疑問なしとはいえないかもしれない。しかしながら、仲裁人名簿
は仲裁手続に対する信頼性を確保するために重要であり、明らかに偏頗な人物
を仲裁人名簿に登載することは実際上考えにくい。また、選定された仲裁人が
一方当事者の影響下にあり、中立性を保てない場合には当該仲裁人の忌避（仲
裁法18条）も認められている。さらに、仲裁人名簿には中立または他方側の仲
裁人もいるであろうこうしたことから、仲裁人名簿を作成した者が一方当事者
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と関係があり、そのことが当事者間に不均衡をもたらしているというだけで
は、その影響は限定的・間接的なものにとどまり（49）、仲裁合意の効力を否定す
るまでのものではないと解する（50）。
　②に関しては、仲裁法44条により仲裁判断取消申立制度が認められており、
仲裁判断を取り消す決定が確定することで、仲裁判断は遡及的に無効となり、
外形的にもその効力を否定されることになる（51）。その場合に、紛争解決基準も
なくなることから、いかなる方法によって紛争を解決するべきかが問題となり
うる。この点、適法な仲裁判断によって仲裁合意が消滅する以上、紛争の解決
は訴訟によるべきであるとする見解（52）や、当事者の一方でも再度の仲裁による
紛争解決を望まないのであれば、仲裁合意のない白紙状態に戻るだけであると
する見解がある（53）。しかし、仲裁という自主的な紛争解決を法が許容している
ことを鑑みれば、仲裁判断取消決定によって仲裁判断が取り消された場合に、
それが仲裁合意の取り消しまでも含むのか、また、その後の紛争解決をどうす
るか、については、当初の仲裁合意および取消しの理由によって当事者の意思
を探求して決すべきであると解する（54）。よって、仲裁判断取消申立てを通し
て、当事者の意思に従い訴訟への逃道が用意されている。
　したがって、スポーツ仲裁合意を事実上強制することを許容できるものとも
解する。
　以上により、事実上合意を強制されたスポーツ仲裁合意も、原則として、有
効な仲裁合意であるということができるものと解する。
4 ．仲裁判断確定後に、スポーツ仲裁合意が無効であると主張することは仲
裁判断の既判力によって遮断されるか
　仲裁法45条 1 項により、仲裁判断は確定判決と同一の効力を有する。そし
て、たとえば、仲裁人選定手続に瑕疵があるという場合、それは既判力の基準
時前に生じた事由である。そこで、そうした手続を内容とする仲裁規則に従う
との仲裁合意が無効であるという主張は、既判力の遮断効によってできなくな
るとすることが考えられる（55）。しかしながら、仲裁法45条 2 項 6 号によれば、
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仲裁廷の構成または仲裁手続が、仲裁地が属する国の法令の規定等に違反する
場合には、既判力は生じない。このように、仲裁法45条 2 項各号に定める事由
がある場合には既判力は認められない。また、仲裁法44条 1 項 1 号および 2 号
では、有効な仲裁合意が存在しないことを根拠とする取消事由が定められてお
り、仲裁判断の取消しが認められれば、既判力も仲裁判断も遡及的に消滅する
ことになる。
　もっとも、これでは、とりあえず仲裁手続による解決を試みておいて、不利
な結果を得た場合には、仲裁判断の取消しを求めて、訴訟その他の紛争解決手
続を試みるというフォーラム・ショッピングを許すことになり、妥当ではな
い。そこで、当事者が、仲裁合意が無効となることを知りながら、あえてそれ
を主張しなかった場合には、それまでの仲裁手続を追認したものとして、これ
を取消事由とすることは許されないものと解する（56）。また、仲裁廷の構成が法
令違反であることを知りながら、忌避の申立てをしなかった場合には、裁判官
に対する忌避の場合（民事訴訟法24条 2 項参照）と同様に忌避権を喪失し、こ
れを取消事由として主張することはできなくなるものと解する（57）。
　以上により、スポーツ仲裁合意の無効事由の存在を知りながら主張しなかっ
た場合は、既判力によって遮断されるのではなく、仲裁判断取消しができなく
なることで主張の機会がなくなるものと解する。
Ⅴ．むすびに代えて
　以上、スポーツ仲裁合意に関する問題点について検討してみた。Pechstein
選手の訴訟に対する姿勢などからは、個人的にはその主張を擁護したい気もし
ないではないが、理論的にみてスイス連邦裁判所やドイツ連邦通常裁判所の判
断を妥当とすることになった。
　しかしながら、このことはスポーツ仲裁手続が完璧であるということを意味
するものではない。スポーツ紛争解決のための最良の選択肢として競技団体や
競技選手に両手で迎えられるようになるためには、今後も不断の改革のための
努力が必要であろう（58）。特に制度創設当初はどうしても設立者である競技団体
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側の関係者が多く関与することになりがちであるため、競技選手側との平衡を
とるような改革が望まれる。
（注）
（ 1 ）　日本においては、1961年にスポーツ振興法が制定されていたが、これは、その 3 年後
に東京オリンピックの開催を控え、国際的な競技力の向上を目指して、スポーツ振興の
ための国および地方公共団体の採るべき施策を定めたものであり、競技をめぐる紛争解
決についてはあまり意識されていなかった。そして、それから50年が経って2011年によ
うやくスポーツ基本法が制定された。このスポーツ基本法の基本的骨格はスポーツ振興
法と同様であるが、たとえば、スポーツを通じて幸福で豊かな生活を営むことがすべて
の人々の権利であるとした上で、わけても、 5 条で競技団体の義務としてスポーツに関
する紛争の迅速適正な解決を掲げるとともに、15条ではスポーツに関する紛争の迅速適
正な解決に必要な施策を講じることが定めるなど、現代のスポーツをめぐる諸問題に関
する指針についても言及したものとなっている。スポーツ基本法を含むわが国のスポー
ツ法制については、エンターテインメント・ロイヤーズ・ネットワーク編『スポーツ法
務の最前線』（民事法研究会、2015年）11⊖19〔伊東卓〕頁参照。
（ 2 ）　たとえば、道垣内正人「スポーツ仲裁・調停」道垣内正人＝早川吉尚『スポーツ法へ
の招待』（ミネルヴァ書房、2011年）64頁など参照。
（ 3 ）　こうした傾向は、特にアマチュア・スポーツの領域で強いものであった。もちろん、
審判の権威が尊重されるべきことについて異論はないが、誤判などこの世に存在しない
がごとく異議を絶対に許さないとする取り扱いには問題があったと言わざるを得ない。
（ 4 ）　不服申し立ての制度が整備されていなかったことに加えて、スポーツ選手が自らの権
利を学ぶ機会も少なかったことがその背景にはあると思われる。
（ 5 ）　これについては、小寺彰「スポーツ仲裁裁判所」法教213号 3 頁、小田滋「長野オリ
ンピックにおけるスポーツ関連紛争の解決」ジュリ1127号94頁、小島武司＝猪股孝史
『仲裁法』（青林書院、2014年）30⊖31頁、齋藤健司「CAS 及び諸外国のスポーツ仲裁・
調停」日本スポーツ法学会年報第15号46⊖51頁、多田光毅＝石田晃士＝椿原直編『紛争
類型別スポーツ法の実務』（三協法規出版、2014年）16⊖17頁〔石田晃士〕、小川和茂「ス
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ポーツ仲裁」法時87巻 4 号32⊖33頁、小島武司＝清水宏「裁判外紛争解決手続の利用の
促進に関する法律の制定とスポーツ紛争の解決」korean Association of Sports Law（ed.）, 
“The Legal Policy Ploblems after 2002 World Cup” 2004 International Conferrence in the Fifth 
commemoration of the founding Association （2004）p.493, Richard H. Mclaren, ʻThe Court of 
Arbitration for Sportʼ in James A.R. Nafziger, Thomas B. Stoel, Stephen F. Ross, and Lewis A. 
Vovakis（ed.）, in “Handbook on international sports law” Edward Elgar Publishing（2011）, p.33
⊖64, Michael Beloff, Stephan Neltz and Ulrich Haas, ʻThe Court Of Arbitration For Sportʼ in 
Adam Lewis and Jonathan Taylor（ed.）, “Sport: Law and Practice” Bloomsbury publishing 
（2014）, pp.1035⊖1089, Matthew J. Mitten, ʻJudicial Review of Olympic and International Sports 
Arbitration Awards: Trends and Observationsʼ PEPPERDINE DISPUTE RESOLUTION LAW 
JOURNAL Vol.10 pp.51⊖54 （2009）など。
（ 6 ）　日本スポーツ仲裁機構については、道垣内正人「スポーツの発展にスポーツ仲裁が果
たす役割とは」ジュリ1446号 2 ⊖ 5 頁、同「日本スポーツ仲裁機構とその活動」日本ス
ポーツ法学会年報第15号 7 ⊖44頁、同前掲注 2 ・62⊖63頁、同「スポーツ仲裁をめぐる若
干の論点」仲裁と ADR 3 号79⊖80頁、小川和茂「スポーツ仲裁制度の概略及びスポーツ
仲裁判断の検討」仲裁・ADR フォーラム 2 号43⊖44頁、小島武司＝猪股孝史『仲裁法』
（青林書院、2014年）26頁、グレン・Ｍ・ウォン＝川井圭司『スポーツビジネスの法と
文化』（成文堂、2012年）10⊖11頁、横山経通「スポーツ仲裁制度」エンターテインメン
ト・ロイヤーズ・ネットワーク編『スポーツ法務の最前線』（民事法研究会、2015年）
70⊖76頁、多田ほか編前掲注 5 ・17頁〔石田〕、小島＝清水前掲注 5 ・493頁など。
（ 7 ）　山本和彦＝山田文『ADR 仲裁法第 2 版』290頁〔山本和彦〕
（ 8 ）　小島＝猪股前掲注 5 ・ 1 ⊖ 2 頁。
（ 9 ）　小島＝猪股前掲注 5 ・ 2 頁、山本＝山田前掲注 7 ・290頁〔山本〕。
（10）　仲裁合意を訴えの利益との関連で論じているものとして、新堂幸司『新民事訴訟法
〔第 5 版〕』（弘文堂、2011年）260頁、伊藤眞『民事訴訟法第 5 版』（有斐閣、2016年）
175頁、秋山幹男＝伊藤眞＝垣内秀介＝加藤新太郎＝高田裕成＝福田剛久＝山本和彦『コ
ンメンタール民事訴訟法Ⅲ〔第 2 版〕』（日本評論社、2018年）12頁などがある。また、
山本＝山田前掲注 7 ・321頁では、訴訟による紛争解決を期待する原告の利益を保護す
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る必要および無駄な審理を防止する必要を挙げており、訴えの利益の介在を念頭に置い
ているものと思われる。
（11）　小山昇「仲裁契約の抗弁について」同『小山昇著作集第 6 巻仲裁の研究』（信山社、
1991年）80頁、同『仲裁法〔新版〕』（有斐閣、1983年）81頁。
（12）　新堂幸司＝福永有利編『注釈民事訴訟法（ 5 ）』（有斐閣、1998年）64頁、78⊖80頁〔福
永有利〕、高橋宏志『重点講義民事訴訟法上巻〔第 2 版補訂版〕』（有斐閣、2013年）348
頁、兼子一原著・松浦馨＝新堂幸司＝竹下守夫＝高橋宏志＝加藤新太郎＝上原敏夫＝高
田裕成『条解民事訴訟法〔第 2 版〕』（弘文堂、2011年）736頁〔竹下守夫〕、小島＝猪股
前掲注 5 ・116頁、小島武司＝高桑昭編『注釈と論点仲裁法』（青林書林、2007年）67頁
〔豊田博昭〕など。
（13）　大阪高判昭和49年 2 月20日判時746号42頁。
（14）　名古屋地判平成17年 9 月28日判タ1205号273頁。
（15）　東京地判平成17年10月21日判時1926号127頁。
（16）　最判平成 9 年 9 月 4 日民集51巻 8 号3657頁。
（17）　高橋前掲注12・348頁は、仲裁合意の存在を訴えの利益と結びつけることは一つの体
系上の意味は持ち得るとする。
（18）　高橋同上、小島＝猪股前掲注 5 ・116頁。
（19）　小島＝猪股前掲注 5 ・ 2 頁。仲裁法14条 1 項 1 号によれば、仲裁合意が無効、取消
し、その他の事由により効力を有しないときは、訴えを却下しなくともよいことになる。
（20）　小島＝猪股前掲注 5 ・ 2 頁。
（21）　1999年に設立されたアンチ・ドーピング活動を行う国際機関であり、本部はスイスに
おかれている。また、日本では、WADA の設立を受けて、さらに日本国内におけるアン
チ・ドーピング活動を推進することを目的として、2001年に財団法人日本アンチ・ドー
ピング機構（JADA: Japan Anti-Doping Agency、現在は、公益財団法人日本アンチ・ドー
ピング機構）が設立されている。JADA は、2007年に文部科学省の指定を受けて、国内
ドーピング防止機関として活動している。多田ほか編前掲注 5 ・181⊖183頁〔多田光
毅〕、エンターテインメント・ロイヤーズ・ネットワーク編前掲注 1 ・98⊖99頁〔大橋卓
生〕など。
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（22）　2003年に WADA が策定した世界共通のアンチ・ドーピングに関する規程である。多
くの国際競技団体や各国の国内アンチ・ドーピング機関などは WADA 規程に準拠した
規則を制定しており、WADA 規程を承認した政府や国際競技団体に限ってオリンピック
大会等国際競技大会への参加が認められることになっている。日本では、2007年に
WADA 規程を受諾して JADA 規程を策定している。
（23）　WADA 規程等を遵守することが参加登録の条件となっている。
（24）　日本では、JADA と別個独立の期間である日本ドーピング防止規律パネルが担当して
いる。多田ほか編前掲注 5 ・195頁〔多田〕、エンターテインメント・ロイヤーズ・ネッ
トワーク編前掲注 1 ・105⊖106頁〔大橋〕など。
（25）　たとえば、国際競技大会における競技会または国際水準の競技者が関与した事件につ
いては、スポーツ仲裁裁判所の適用ある関連規定に従って、スポーツ仲裁裁判所にのみ
不服申し立てをすることができる。また、JADA により定められる国内水準の競技者で
あり、スポーツ仲裁裁判所への不服申し立てをする権利を有さない者が関与した事件の
場合には、日本スポーツ仲裁機構に不服申し立てをすることができる。多田ほか編前掲
注 5 ・196⊖197頁〔多田〕、エンターテインメント・ロイヤーズ・ネットワーク編前掲注
1 ・106⊖107頁〔大橋〕など。
（26）　See, ANTONIO RIGOZZI, ʻChallenging Awards of the Court of Arbitration for Sportʼ, Journal 
of International Dispute Settlement, Vol. No.1 （2010）, pp. 217⊖265, Matthew J. Mitten, ʻJudicial 
Review of Olympic and International Sports Arbitration Awards: Trends and Observations, 
PEPERDINE DISPUTE RESOLUTION LAW JPURNAL Vol 10 No. 1  （2009）, p.54.
（27）　RIGGZI, supra note 26, p. 4 .
（28）　スイス連邦裁判所の判例によって、仲裁判断取消事由として認められている。
Decision 4A_528/2007 of April 2008 at 2. 5 in fine and 2. 5. 2. 2 in fine, Swiss International 
Arbitration Law Report （2008） 227 at 237 and 240.
（29）　LG München I, 26. 02 2014-37 O 28331/ 12.
（30）　OLG München, 15. 01. 2015-U 1110/ 14.
（31）　BGH,07. 06. 2016-KZR 6/15. BGHZ 210, 292., NJW 2016, 2266.
（32）　平成15年 8 月 1 日法律第138号。
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（33）　制定の経緯については、近藤昌昭＝後藤健＝内堀宏達＝前田洋＝片岡智美『仲裁法コ
ンメンタール』（商事法務、2003年）序文など参照。
（34）　建設工事紛争審査会による仲裁について定める建設業法、公害等調整委員会等による
仲裁について定める公害紛争処理法、指定住宅紛争処理機関による仲裁について定める
住宅の品質確保に関する法律、都道府県知事が任命する仲裁委員による仲裁について定
める土地収用法、労働委員会による仲裁について定める労働関係調整法などがある。
（35）　日本においては現在のところ、スポーツ基本法15条で紛争処理について一般的な定め
があるものの、スポーツ仲裁制度そのものについて詳細を定める法律は存在しない。そ
の文脈では、スポーツ仲裁は慣習法上のものということになろうか。
（36）　スポーツ紛争の分類については、小川和茂「スポーツ仲裁制度の概略及びスポーツ仲
裁判断の検討」仲裁・ADR フォーラム 2 号41頁、同「スポーツ仲裁」法時87号 4 号31
頁、多田ほか編前掲注 5 ・ 4 ⊖10頁〔石田〕、清水宏「スポーツ仲裁判断の執行可能性に
ついて」洋法62巻 1 号239⊖242頁など。なお、スポーツ仲裁になじむ事件について、演
繹的にではなく帰納的に判断するべきとするものとして、辻口信良「スポーツ仲裁・調
停になじむ紛争なじまない紛争」日本スポーツ法学会年報第15号71⊖72頁。
（37）　仲裁適格の判断基準として用いられる法律上の争訟性との関係で、スポーツ仲裁が仲
裁法上の仲裁であることに疑問の余地があるとするものとして、小島＝猪股前掲注 5 ・
70⊖71頁、三木浩一＝山本和彦編『ジュリスト増刊新仲裁法の理論と実務』（有斐閣、
2006年）68頁〔近藤昌昭発言〕。
（38）　たとえば、いわゆる日本を仲裁地とする海事仲裁事件にも仲裁法の適用はある。
（39）　中村達也『国際取引紛争』（成文堂、2016年）174頁。ただし、仲裁地が日本にあると
いう条件からは、外国仲裁には原則として日本の仲裁法が適用されないため、スイスを
仲裁地とするスポーツ仲裁裁判所での仲裁手続については、原則として日本の仲裁法の
適用のある仲裁ではないことになろう。近藤ほか前掲注33・11頁。もっとも、だからと
いって、スポーツ仲裁が仲裁に含まれないことになるわけではない。
（40）　これについては、たとえば、清水宏「裁判所付置仲裁制度について」中央大学大学院
研究年報24号51⊖62頁など参照。
（41）　これについては、Michele Angelo Lupoi, ʻFacing the Crisis: New Italian provisions to keep 
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Dispute out of the Courtroom （or taken them out of it）ʼ , ZZPInt.19, pp102⊖104など参照。
（42）　ヨーロッパ各国における実務の対応については、Antonio Rigozzi and Fablice Robert-
Tissot, ʻ”Consent” in Sports Arbitration: Multiple Aspectsʼ in Elliott Geisigner and Elena Trabaldo-
de Mestral, “Sports Arbitration: A Coach for Other Players ?” JURIS （2015）65-74.
（43）　See, Canas v. ATP Tour, 4P.172/ 2006 （2007） （Switz）, ATF 133 III 235.
（44）　ドーピング規制違反事件との関係で論じたものとして、RACHELLE DOWNIE, 
ʻIMPROVING THE PERFORMANCE OF SPORTʼS ULTIMATE UMPIRE: REFORMING THE 
GOVERNANCE OF THE COURT OF ARBITRATION FOR SPORTʼ, Melbourne Journal of 
International Law Vol.12, pp.18⊖19.
（45）　こうした場合に備えて、スポーツ仲裁裁判所や日本スポーツ仲裁機構では、緊急仲裁
の制度を置いている。
（46）　猪股孝史「仲裁における当事者自治の原則」加藤哲夫＝本間靖規＝高田昌宏編『現代
民事手続の法理－上野泰男先生古稀祝賀論文集』（弘文堂、2017年）672⊖673頁。
（47）　猪股前掲注45・676頁。
（48）　さらに、裁判官への事件の配てんは機械的に行われ、それにもかかわらず裁判官の中
立性に問題が生じた場合に備えて、除斥・忌避・回避といった制度も設けられている。
（49）　RIGZZI, supra note 26, pp.238⊖239では、スポーツ仲裁における非コンセンサス的な性
質を鑑み、より厳格な独立性を求めるべきであるとしている。
（50）　仲裁人名簿に登載されたすべての仲裁人が一方当事者の影響下にあり、独立性および
中立性を欠くため、忌避によっても公正な仲裁廷の構成が期待できないような場合に
は、仲裁法17条により、裁判所が仲裁人を選定することになろう。
（51）　小島＝猪股前掲注 5 ・473⊖477頁。
（52）　中田淳一『特別訴訟手続第三編仲裁手続』（日本評論社、1938年）158頁など参照。
（53）　小島＝高桑前掲注12・254頁〔谷口安平〕。
（54）　小島＝猪股前掲注 5 ・479⊖480頁。
（55）　法的安定性を鑑み、基準時前の事由の存在についての知・不知や過失の有無は問わ
ず、原則として一律に遮断効が働くものとされている。
（56）　小島＝猪股前掲注 5 ・496頁注123）。
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（57）　小島＝猪股前掲注 5 ・496頁。
（58）　スポーツ仲裁裁判所の独立性を高めるための改革の提言として、たとえば、DOWNIE, 
supra note 44, p.21.
付記： 遠藤喜佳先生には、私が本学に着任以来、常に暖かいご配慮とお言葉を賜りましたこ
と、先生のご退職に際して心より感謝申し上げます。にもかかわらず、斯様な駄文し
か献呈できないことを平にご容赦ください。
 ―しみず　ひろし・東洋大学法学部教授―
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